


























附録第３号様式

　平成     年      月     日

官公署の長 電子署名又は職印

（担当者の職氏名　　　　　　　　　　　　　　　）

電話番号

　平成　年　月　日　立会・確認
立会・確認状況等

本人確認方法 □運転免許証　□個人番号カード　□面識有り　□その他（　　　　）

所有権登記名義人との関係 □親族（　　　 ） □管理者（　　　  ）□代表者　□その他（  　　  ）　

連絡先（電話番号等）

連絡先（電話番号等）

立会人

住所

氏名

住所
（登記記録と異なる場合）

氏名

本人確認方法 □運転免許証　□個人番号カード　□面識有り　□その他（　　　　）

持分 □単有　□共有（持分　　　　）

□有
□無

□有
□無

□有
□無

□有
□無

□有
□無

地積測量図
の有無

㎡

02　調査した土地 （表題登記以外は，申請前の状況を記載すること。）

申請番号 所　在 地　番 地　目 地　積 第三者の権
利の有無

利用状況

03　所有権登記名義人等

地　番 所有権登記名義人（□立会人）

□有
□無

□有
□無

□有
□無

□表題　　　□分筆　　　□合筆　　　□所在　　　□地目　　　□地積　　　□地図訂正
□地積測量図訂正　　　□土地所在図訂正　　　□その他（　　　　　　　　　　）

□変更
□更正

□表題　　　□分筆　　　□合筆　　　□所在　　　□地目　　　□地積　　　□地図訂正
□地積測量図訂正　　　□土地所在図訂正　　　□その他（　　　　　　　　　　）

□変更
□更正

参考添付

01　登記の目的

申請番号 事件名

　以下のとおり調査したものであり，記載内容は事実に相違ない。

土地土　地　実　地　調　査　書



附録第３号様式

　平成　年　月　日　立会・確認

　平成　年　月　日　立会・確認

　平成　年　月　日　立会・確認

立会・確認状況等

立会・確認状況等

本人確認方法

本人確認方法 □運転免許証　□個人番号カード　□面識有り　□その他（　　　　）

所有権登記名義人との関係 □親族（　　　 ） □管理者（　　　  ）□代表者　□その他（  　　  ）　

連絡先（電話番号等）

連絡先（電話番号等）

立会人

住所

氏名

氏名

本人確認方法 □運転免許証　□個人番号カード　□面識有り　□その他（　　　　）

持分 □単有　□共有（持分　　　　）

地　番 所有権登記名義人（□立会人）

地　番 所有権登記名義人（□立会人）

地　番 所有権登記名義人（□立会人）

住所
（登記記録と異なる場合）

持分

□運転免許証　□個人番号カード　□面識有り　□その他（　　　　）

所有権登記名義人との関係 □親族（　　　 ） □管理者（　　　  ）□代表者　□その他（  　　  ）　

連絡先（電話番号等）

連絡先（電話番号等）

立会人

住所

氏名

住所
（登記記録と異なる場合）

氏名

本人確認方法 □運転免許証　□個人番号カード　□面識有り　□その他（　　　　）

□単有　□共有（持分　　　　）

04　登記原因及びその日付

申請番号 地　番 原因日付 原因 登記原因及びその日付の具体的判断理由

立会・確認状況等

氏名

本人確認方法 □運転免許証　□個人番号カード　□面識有り　□その他（　　　　）

所有権登記名義人との関係 □親族（　　　 ） □管理者（　　　  ）□代表者　□その他（  　　  ）　

連絡先（電話番号等）

持分 □単有　□共有（持分　　　　）

連絡先（電話番号等）

立会人

住所

住所
（登記記録と異なる場合）

氏名

本人確認方法 □運転免許証　□個人番号カード　□面識有り　□その他（　　　　）



附録第３号様式

□ 土地登記記録

□ 土地閉鎖登記記録・閉鎖登記簿

□ 建物登記記録

□ 建物閉鎖登記記録・閉鎖登記簿

□ 地図（　　　　　　　）

□ 地図に準ずる図面（　　　　　　　　　　）

□ 閉鎖地図及び閉鎖地図に準ずる図面

□ 地積測量図・土地所在図

□ 筆界特定関係資料等

□ 旧土地台帳

□ 旧土地台帳附属地図（和紙公図）

□ 基準点成果

□ その他（　　　　　　　　　　　　　）

□ その他（　　　　　　　　　　　　　）

□ 台帳申告書写し

□ 地籍図等

□ 国土調査等関係資料

□ 道路台帳

□ 道路台帳附属地図

□ 道路境界確定図等

□ 法定外公共物確定協議書等

□ 公共用地払下げ図面等

□ 河川法の適用河川境界承認図等

□ 換地確定図

□ 戦災復興区画整理図

□ 空中写真

□ 農業委員会の許可書等

□ 基準点成果

□ その他（　　　　　　　　　　　　　）

□ その他（　　　　　　　　　　　　　）

□ 地形地物：段差・石垣・のり地・崖・沢・道路・水路・尾根・谷・その他

□ 工作物：境界標識・土留め・ブロック塀・コンクリート擁壁・その他

□ 筆界確認書，立会証明書等

□ 売渡図面

□ 承諾書

□ 証言（証言者　　　　　　　　　　　）

□ その他（　　　　　　　　　　　　　）

□ その他（　　　　　　　　　　　　　）

作成年月日 　昭和○年○月○日

求積方法 　□座標法　　□三斜法　　□その他（　　　　　　　　　　）

証言者

作成年月日 　昭和○年○月○日

求積方法 　□座標法　　□三斜法　　□その他（　　　　　　　　　　）

06　資料・証言・事実等の分析

資料等番号 地　番 分析手法，分析結果その他必要な事項

そ
の
他
の
事
実
等

 
 
 
 
 
 
官
公
署
等
資
料

資料等区分 資料等番号 資料等名

登
記
所
資
料

05　調査資料・証言・事実等



附録第３号様式

撮影年月日 撮影年月日

備　　　考 備　　　考

撮影年月日 撮影年月日

備　　　考 備　　　考

撮影年月日 撮影年月日

備　　　考 備　　　考

撮影年月日 撮影年月日

備　　　考 備　　　考

遠
　
景

近
　
景

□新設
□既存
□復元
□入替え

遠
　
景

近
　
景

点名 境界標 確認の状況

□新設
□既存
□復元
□入替え

□新設
□既存
□復元
□入替え

遠
　
景

近
　
景

点名 境界標 確認の状況

その他
必要な事項

遠
　
景

近
　
景

点名 境界標 確認の状況

点名 境界標 確認の状況

□新設
□既存
□復元
□入替え

07　現地の状況 □別紙のとおり



附録第３号様式

　平成　年　月　日 ～ 平成　年　月　日

撮影年月日 撮影年月日

備　　　考 備　　　考

　平成　年　月　日 ～ 平成　年　月　日

㎡ ㎡ ㎡

□要　□否

□要　□否

公　差 地積更正の要否

観測日

求積・誤差の許容
限度の検証

地　番 登記地積 実測面積 較　差

遠
　
景

近
　
景

基本三角点等に基
づく測量ができな
い理由

一　筆　地　測　量

使用機器 　□TS　　□GNSS　　□その他（　　　　　　　　　　　　　)

恒久的地物

点　名 名称・種別 地物の名称

補助基準点

点　名 名称・種別 標　識

使用した
基本三角点等

点　名 等級・種別 標　識

使用機器 　□TS　　□GNSS　　□その他（　　　　　　　　　　　　　)

観測方法
　□放射　　□結合　　□閉合　　□交会　　□単回　　□対回　　□平均　　□その他（　　　　　　　）　

　□スタティック　　□短縮スタティック　　□RTK　□ネットワーク型RTK　　□その他（　　　　　　　）

観測日

地図等の
精度区分

□甲１　　□甲２　　□甲３　　□乙１　　□乙２　　□乙３　　□なし

09　筆界位置の計測

基　準　点　測　量　等

測地系 　□世界測地系　　　□変換パラメータ（　　　　　）　　　□任意座標（　　　　　）

08　地域区分・精度区分

地域区分
□市街地地域　　　　□村落・農耕地域　　　　□山林・原野地域

　（甲２まで）　　　　　　（乙１まで）　　　　　　（乙３まで）



附録第３号様式

撮影年月日 撮影年月日

備　　　考 備　　　考

12　調査図（現地案内図等） □別紙のとおり

調査図番号（　　　） タイトル

10　補足・特記事項
（※各欄における記録事項を補足すべき事項等を記録する。）

11　画像情報 □別紙のとおり







































































































































































































様式第１号 別紙１

棟

棟

内

訳

  特 記 事 項

請 負 者

区        分 摘          要

営業休止補償金

仮住居補償金

機械設備

建物移転料

家賃減収補償金

借家人補償金

移転雑費補償金

工作物移転料

計

動産移転料

立竹木補償金

木造建物 

非木造建物

庭　　園

墳    墓

内
訳

附帯工作物

補    償    額

物　件　移　転　料　等  総  括  表

採用単価 消費税相当額補償の要否 要  ・  不要

被 補 償 者 の
氏名又は名称

被補償者の住所又は
主たる事務所の所在地

整理番号

年度  

㎡

㎡































































































































































































別記９

補償金算定調書作成要領

(補償金算定調書の構成)
第１条 補償金算定調書は、次に掲げるものからなるものとする。

一 表紙(別記様式第１)
二 目次(別記様式第２)
三 土地等の取得、使用に伴う損失補償金明細表(九州地方整備局用地事務取扱細則別記

様式第１６号)
四 補償金算定表(別記様式第３～第２０)
五 図面

第２条 前条第四号に定める補償金算定表は、地方整備局用地事務取扱規則第１７条に規
定する局長の承認事項に係るものを除き作成するものとし、適宜の様式による積算資料
及び算定説明書を添付するものとする。

ただし、補償金算定表(別記様式第７～第２０)、積算資料及び算定説明書は、業務委
託の成果物を用いる場合に限り、省略することができるものとする。

(図面)
第３条 図面は、次に掲げる種類について当該各号に定めるところに従って作成するもの

とする。
一 位置図(縮尺１/５０，０００程度)

取得又は使用しようとする土地の位置については、取得区域を赤色で表示するもの
とする。

二 実測平面図(縮尺１/２５０～１/１，０００程度)
評価地目の表示については、宅地を紅色、宅地見込地を紅色斜線、田を茶色、畑を

黄色、林地を緑色、原野を緑色斜線、墓地を紫色、道路を薄墨色、池沼及び水路を水
色で色別し、必要に応じて標準地及び比準地(標準地に準ずる比準地)の表示並びに地
目ごとの査定等級を記入するものとする。

補償の対象となる建物の表示については、建物移転料算定表の整理番号を記載する
ものとする。

三 字図
取得又は使用する土地を赤色で表示するものとする。

第４条 地方整備局用地事務取扱規則第１７条の規定により、局長の承認をうけた事項に
ついては、起案用紙の備考欄等にその旨(地方整備局用地事務取扱規則第１７条第○項第○号
については、○年○月○日国九整○用第○○○号で承認済み)を記載するものとする。



別記様式第１（表紙）

年度 河川 次

道路 次

砂防 次

工事

市 町

○○県○○ ○○ 大字○○字○○地内

郡 村

補償金算定調書



別記様式第２（目次）

目 次

1 土地等の取得、使用に伴う損失補償金明細表(九州地方整備局用地事務取扱細則別記様式第16

2 土地取得価格算定表(別記様式第4)

3 権利補償金算定表(別記様式第5)

4 残地補償金算定表(別記様式第6～第6－3)

5 物件移転料等総括表(別記様式第3)

6 建物移転料算定表(別記様式第7～第7－2)

7 機械設備算定内訳書(別記様式第8)

8 附帯工作物移転料算定書(別記様式第8－2)

9 庭園移転料算定表(別記様式第8－3)

10 改葬補償金算定書(別記様式第8－4)

11 立竹木補償額算定表(別記様式第9)

12 動産移転料算定書(別記様式第10)

13 仮住居補償金調査算定書(別記様式第11)

14 家賃減収補償金算定書(別記様式第12)

15 借家人補償金調査算定書(別記様式第13)

16 移転雑費補償金算定書(別記様式第14)

17 営業休止補償金算定表(別記様式第15)

18 営業廃止補償金算定表(別記様式第16)

19 営業規模縮小補償金算定表(別記様式第17)

20 立毛補償金算定表(別記様式第18)

21 養殖物補償金算定表(別記様式第19)

22 特産物補償金算定表(別記様式第20)



《 図面 》
位置図(縮尺１/○○，○○○)
実測平面図(縮尺１/○○○)
字図

備考 上記の算定表は、第２条により該当するもののみを記載するものとする。



別記様式第4

土 地 取 得 価 格 算 定 表
町

郡 村
県 市 区
(単位：1m2当たり円)

画地の所 標準地 算 定
番号 地域の種別 等級 在及び 現況地目 評価格 比準率 価 格 取得価格 摘要

地 番 A B A×B

備考1 摘要欄に、当該評価地の「地域の種別」を記載すること。
2 比準率は、下表(個別的要因格差率算出表)により算出した格差率をもって算出すること。

個 別 的 要 因 格 差 率 算 出 表

(1)宅地地域内の土地 

  町 

  県  郡  村 

  市  区 

個 別 的 要 因 格 差 率 

番 号 
地域の

種 別 

画地の

所在及

び地番 

街 路

条 件 

交通接

近条件 

環 境

条 件 

画 地

条 件 

行政的

条 件 
その他 格差率 

摘 要 

      
100

　　　)(
 

100

　　　)(
 

100

　　　)(
 

100

　　　)(
 

100

　　　)(
 

100

　　　)(
 

100

　　　)(
   

                      

 

(2)宅地見込地地域内の土地 

  町 

  県  郡  村 

  市  区 

個 別 的 要 因 格 差 率 

番 号 
地域の

種 別 

画地の

所在及

び地番 
画 地 条 件 行政的条件 そ の 他 格差率 

摘 要 

      
100

　　　)(
 

100

　　　)(
 

100

　　　)(
 

100

　　　)(
   

                



別記様式第5

権 利 補 償 金 算 定 表

所有者、権利者の取決額
番 号 土地価格 補 償 額 摘 要

土地価格に対する割合 金 額

備考 ｢番号｣は、様式第4の土地取得価格算定表の番号とする。

(3)林地地域内の土地 

  町 

  県  郡  村 

  市  区 

個 別 的 要 因 格 差 率 

番 号 
地域の

種 別 

画地の

所在及

び地番 

交通接

近条件 

自然的

条 件 

宅地化

条 件 

行政的

条 件 
その他 格差率 

摘 要 

      
100

　　　)(
 

100

　　　)(
 

100

　　　)(
 

100

　　　)(
 

100

　　　)(
 

100

　　　)(
   

                    

 

(4)農地地域内の土地 

  町 

  県  郡  村 

  市  区 

個 別 的 要 因 格 差 率 

番 号 
地域の

種 別 

画地の

所在及

び地番 

交通接

近条件 

自然的

条 件 

画 地

条 件 

行政的

条 件 
その他 格差率 

摘 要 

      
100

　　　)(
 

100

　　　)(
 

100

　　　)(
 

100

　　　)(
 

100

　　　)(
 

100

　　　)(
   

                    

 

 



別記様式第6

残 地 補 償 金 算 定 表 (その1)
郡 町

県 市 区 村地内
(a) (b) (c) (d)

残地 地域 所在 取得前 残地 ㎡当たり ㎡当た 差 引 価 格 補償額 摘要
の 及び 地目 り残地 (b)－(c)× ( a ) ×

番号 種別 地番 面積 面積 取得価格 価 格 (1－売却損率) (d)

補償額算定の要旨

備考 実測平面図(1／250～1／1,000)中で、補償しようとする残地に番号を付して明示するものと
する。

(c) 残 地 価 格 算 定 表

残地 地域 所在 (a) (b)
の 及び 地目 標準地評価格 格差率 算定価格 残地価格 摘要

番号 種別 地番 (比準率) (a)×(b)

(c)－(b)残地の個別的要因格差率（比準率）算出表

残地 地域 所在 街 路 交 通 環 境 画 地 行政的
の 及び 地目 接 近 その他 格差率 摘要

番号 種別 地番 条 件 条 件 条 件 条 件 条 件

備考 格差率算定に係る条件は、該当する地域の種別に必要な条件により比較を行うものとする。
価格形成要因調査表(個別的要因調査表)を添付する。



残 地 等 の 売 却 損 率 算 出 表

(a) (b)
残地 地域 所在 標準地の 残 地 の 必要とな 売却

の 及び 地 目 格 差 率 格 差 率 格 差 率 る早急性 損率 摘要
番号 種別 地番 (画地条件) (画地条件) 1－(b)／(a) の程度 (％)

別記様式第6－2

残 地 補 償 金 算 定 表 (その2)
郡 町

県 市 区 村地内
残 地 (a) (b) 利用目的の転換後の (c)
地 域 所在 地 取得 残地 m2当 土地価格 補償額 摘
番 の 及び 前 面 たり (c) (d) 差引額 (c)＋(a)
号 種 地 番 目 積 面積 取得 地目 通常要す m2当たり (b)－(d) ×(c) 要

別 価格 る費用 残地価格

補償額算定の要旨

備考 残地価格の算定表は、残地補償金算定表(その1)の算定表を参考に作成するものとする。



別記様式第6－3

残 地 補 償 金 算 定 表 (その3)
(残借地権補償)

郡 町
県 市 区 村地内

残地 地域 所在 (a) (b)
の 及び 権利者名 補償対象 借地権補償 算定額 補償額 摘

番号 種別 地番 面積 単価 (a)×(b) 要

補償額算定の要旨

(a) 補 償 対 象 面 積 算 出 表

土 地 面 積 補償対象総面積
残 地 (a) (b) (c) (d) 差引面積 補償対象 摘
番 号 権利者 取得前 用地 残地 建 築 建ぺい (b) (d)－(a) 面 積 要

面 積 率 等 (c)



別記様式第3（物件移転料等総括表）
用地調査等業務共通仕様書別記８様式第１号による。

別記様式第7（建物移転料算定表）
用地調査等業務共通仕様書別記８様式第２号（その１・４・５・６）による。

別記様式第7－2（建物移転料算定表（曳家））
用地調査等業務共通仕様書別記８様式第２号（その２）による。

別記様式第8（機械設備算定内訳書）
用地調査等業務共通仕様書別記８様式第５号（その１）による。

別記様式第8－2（附帯工作物移転料算定書）
用地調査等業務共通仕様書別記８様式第６号による。

別記様式第8－3（庭園移転料算定表）
用地調査等業務共通仕様書別記８様式第７号による。

別記様式第8－4（改葬補償金算定書）
様式は、改葬の補償及び祭し料調査算定要領参照。

別記様式第9（立竹木補償額算定表）
様式は、立竹木調査算定要領参照。

別記様式第10（動産移転料算定書）
様式は、動産移転料調査算定要領参照。

別記様式第11（仮住居補償金調査算定書）
様式は、仮住居等に要する費用に関する調査算定要領参照。

別記様式第12（家賃減収補償金算定書）
様式は、家賃減収補償調査算定要領参照。

別記様式第13（借家人補償金調査算定書）
様式は、借家人補償調査算定要領参照。

別記様式第14（移転雑費補償金算定書）
様式は、移転雑費算定要領参照。

別記様式第15（営業休止補償金算定表）
用地調査等業務共通仕様書別記８様式第８号（その１）による。



別記様式第16（営業廃止補償金算定表）

(b)資産等の売却損算出表

備考 転業期間中の収益(所得)相当額及び従業員に対する諸手当の算定表については、営
業休止補償金算定表の内容を参考に作成するものとする。

別記様式第17（営業規模縮小補償金算定表）

備考 従業員に対する諸手当、固定資産売却額、経営効率低下による損失額の算定表につ
いては、営業休止補償金算定表の内容を参考に作成するものとする。

営業

者名 

営業

種目 

(a) 

営業権 

(b) 

資産等の

売 却 損 

(c) 

転業期間中の収

益(所得)相当額 

従業員に

対する諸

手 当 

計 

(a)＋(b)＋

(c)＋(d) 

補償額 摘要 

                  

                  

 

補償額算定の要旨 

 

売 却 損 
営業

者名 

営業

種目 
種目 

取得

価格 

(a) 

現在価格 
(b) 

率 

(a)×(b) 

算出額 

補償額 摘 要 

                  

                  

 

営業者名 営業種目 

(a) 

従業員に対

する諸手当 

(b) 

固定資産

売却額 

(c) 

経営効率低下

による損失額 

補償額 

(a)×(b)×(c) 
摘 要 

              

              

              

 

補償額算定の要旨 

 



別記様式第18（立毛補償金算定表）

地目 等級 種別 粗収入見込額 引 渡 後 の 除却時処 差引額 補償額 摘 要

数量 単価 金額 経営費 分価格

別記様式第19（養殖物補償金算定表）

氏 名 種 別 ① ② ① ＋ ② 補 償 額 摘 要

減収予想額 移植費 算 出 額

備考 補償基準第61条第2項を適用する場合は、本表の内容を適宜変更するものとする。

別記様式第20（特産物補償金算定表）

氏 名 種 別 粗収入見込額 経 費 純 収 益 額 収益還元額 算 定 額 摘 要

(8％)

備考 補償基準第62条第2項を適用する場合は、本表の内容を適宜変更するものとする。






















































































